(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：生活保護費　目：生活保護費
	事業名: 生活保護適正実施推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,505千円（前年度予算額：3,658千円）

	事業内容


	１　事業の内容


【事業目的】
　　生活保護制度の適正な運営を確保するため、各種適正化事業を実施し、生活保護受給者の自立助長を目指す。
【事業内容】
　（１）関係機関連携体制充実事業
　　　　　生活保護業務に関する本庁連絡会議及び地域連絡会議等の開催
　（２）福祉事務所職員研修事業
　　　　　福祉事務所職員に対する研修の実施
　（３）適正運営指導監督事業

　　　　　福祉事務所に対するヒアリング、巡回指導等の特別指導の実施
　（４）レセプト点検充実事業
　　　　　診療報酬明細書（レセプト）の点検
　（５）扶養義務調査推進事業

　（６）収入調査徹底事業
　（７）年金・手当等受給促進事業
　（８）資産活用問題適正化対策事業
　（９）業務効率化事業

　　　　　医療扶助レセプトのオンライン受領の体制整備

	２　所要経費


　（１）関係機関連携体制充実事業　　513千円
　（２）福祉事務所職員研修事業　　　971千円
　（３）適正運営指導監督事業　　　　 39千円
　（４）レセプト点検充実事業　　　　949千円
　（５）扶養義務調査推進事業　　　　471千円
　（６）収入調査徹底事業　　　　　　161千円
　（７）年金・手当等受給促進事業　　241千円

　（８）資産活用問題適正化対策事業　 70千円
　（９）業務効率化事業　　　　　　　 50千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・外部の専門機関への委託により、診療報酬明細書の資格審査、内容審査を強化し、診療報酬の決定の適正化を図るとともに、指定医療機関による診療報酬請求の適正化を図っている。
　・定期的に金融機関等の関係先調査を実施することにより、生活保護受給者の収入資産状況を的確に把握し、不正受給の防止に努めている。

・生活保護受給者の扶養義務者に対する扶養能力調査を定期に実施することにより、扶養義務の履行促進を図っている。
・所属内研修の実施や各種研修会への参加等により、生活保護関係職員の資質向上を図っている。

・福祉事務所に対する実地監査を通じて、福祉事務所の抱える問題点の分析と適切な対応策の検討を行い、併せて新たな指導監査手法を確立することにより、保護の適正実施と実施水準の更なる向上を図っている。

	３　これまでの取組に対する評価


平成２１年３月以降、生活保護受給世帯が急増し、右肩上がりの伸びを続けている。近年、保護申請件数に関しては平準化傾向にあるものの、リーマン・ショック以前と比較すると依然として保護率は高い状況にある。
このような保護動向の中、本事業は生活保護事務の適性化に効果をあげており、今後も引き続き推進していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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